











う。それは、国民学校教員免許状の種類ごとに無試験検定出願者の条件を整理した行政内部文書である。すでに復刻 た小学校教員無試験検定内規とは、 「小学校」と「国民学校」との文言の違いはあ ものの、その性格に相違 ない。京都府 それを定めた時期が、 わゆる第三次小学校令期であるか わゆる国民学校令期であるかの違いによる。本稿が復刻する内規案は、その名称からもわかるように国民学校令期に制定された。これに伴い 本稿 対象時期 、国民学校令期となる。　
つぎに、京都府を事例とする理由についても述べておこう。第一の
理由は、 同府においてこそ、 小学校および国民学校教員無試験検 内規の発掘が期待されるからである。筆者は、京都府立京都 ・歴彩館所蔵の小学校および国民学校教員検定関係簿冊一〇八冊を調査した
３。
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という課題が残されている。戦前日本における小学校教員検定の基礎がほぼ確立したのは、いわゆ 第三次小学校令期である。以降、終戦までは、およそ五〇年近くの隔たりがある。その間、道府県は、中央法令が改められるなどに伴い、内規の改正を繰り返してきたからである。これについて、笠間も、 「それ（内規……引用者）にも時期的な変化があるの 『検定内規』の変遷もみていかなければならない」
11
と述べている。つまり 内規の変遷をたどり、無試験検定の制度的仕組みや運用の実際 変移を跡づける めに 今後、より長期にわたる、とりわけ同一道府県における長期にわたる内規の収集、復刻が必要不可欠なのである。　
そこで、本稿は、京都府立京都学・歴彩館における史料調査により




























































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































府において私立学校が無試験検定をとおして「間接的」に小学校および国民学校教員を養成した事実を明らかにすることを目 として論を進めてきた。それは、戦前日本における私立学校という師範学校以外の小学校および国民学校教員の輩出経路を解明しよう する試みの一環であった。これ より、第二次大戦下、私立学校が無試験検定をとおして小学校および国民学校教員の養成にいかな 役割を果たしたのかを展望した。　
もっとも、本稿には、史料的な制約のため、残された課題もある。
たとえば、京都府が、なぜ私立学校卒業生に対し、国民学校初等科訓導免許状の取得を目的とする無試験検定において み受検資格 付与したのか。そこで列記され 私立学校は、なぜいずれも女子校であったのか。これらは、第二次大戦下にかぎらす 戦前をとお て認められる課題である。そ ため、今後も史料の渉猟を続け、その解明に努めたい。　
ただし、それら未解明の課題を承知しつつも、本稿が明らかにし











等科訓導免許状の取得を目的とした無試験検定の受検資格が付与される「認定校」として、京都女子高等専門学校、平安女子学院、成安女子学院、同志社女子専門学校といった私立専門学校、もしくはそれに類する私立各種学校四校を列記したことがわかる。こうして第二次大戦下においても、私立学校は、無試験検定による「間接的」な小学校および国民学校教員養成機関 存在したわけである。では 京都府は、なぜ右の四 の卒業生に対し、なかでも国民学校初等科訓導免許状の取得を目的とする無試験検定の受検資格 付与したのか また、なぜ女子校に限定したのか。その理由は、右のような傾向が第二次大戦下であるか否かを問わず すでに従前からみられはするものの、史料的 制約 ために判然 しない。しか いずれにせよ、第二次大戦下における教員充足率 低下、その主たる理由が出兵などを理由とした男性教員の減少であったことに照ら ならば、右 私立学校は、内規案により、無試験検定をとお てその欠を補うべく 女子国民学校初等科訓導の養成という役割 果た ではない 。もちろん、それは、現時点において推測の域を出ない。そ 解明は、今後の課題としたい。
─ 15 ─












員検定に関する基礎的研究──宮城県を事例として──」 （ 『宮城教育大学紀要』四〇、 二〇〇六年 、 「小学校教員無試験検定に関する研究――宮城県を事例として――」 （ 『宮城教育大 紀要』四二、 二〇〇八年） 、 「一九 年代半ば以降の 員検定 ―無試験検定の拡充 」 （ 『宮城教育大学紀要』 九 二〇一五年） 、「 『小学校教員検定内規』の研究――小学校教員検定における免許状授与基準――」 （ 『宮城教育大学紀要』五二、 八 ） 、釜田史「小学校教員無試験検定制度に関する研究――秋田県を事例として
　
以上をふまえ、今後の課題についても述べておこう。本稿により、
学界未見であり、その現存が確認されているにもかかわらず未復刻の内規案は、 「小学校教員幼稚園保母無試験検定ニ関スル内規案」 （ 『復命書、小学校教員免許及検定』請求番号大一一―〇〇四〇所収）のみとなった。そこで、今後はその復刻に取り組むとともに、同様に未復刻のまま残されている京都府小学校教員無試験検定標準を復刻する。それにより、さらなる戦前日本における私立学校という師範学校以外の小学校お び国民学校教員の輩出経路 解明を進めた 。註１
　
前稿とは、拙稿「戦前日本において、私立学校は、小学校教員
養成の埒外にあったのか――京都府小学校教員無試験検定内規の復刻をとおして――」 （ 『美作大学・美作大学短期大学部紀要』五一、 二〇一八年） 、 「戦前日本において、私立学校は、小学校教員養成の埒外にあったのか（二）――京都府小 校教員試験検定内規の復刻をとおして――」 『美作大学・美作大 短期大 部紀要』五二、 二〇一九年） さす。
２


















――」 （日本教育学会第七六回大会ラウンドテーブルＰ配付資料） 、二〇一七年および前掲註６、 「 『小学校教員検定内規』の研究――小学校教員検定に ける免許状授与基準――」などを参照されたい。
８










制百年史』 、一九七二年、第四章第二節、国立教育研究所編『日本近代教育百年史』第 巻（学校教育三） 、一九七四年、第七編第一章を参照されたい。13　「小学校令施行規則」第一〇七条第六号「其ノ他、府県知事ニ於テ特ニ適任ト認メタル者」に対して正教員免許状を授与する際の調査標準とは、 「小学校正教員免許状授与申請ニ対スル調査標準（一九〇〇（明治三三）年文部省普通学務局通牒子普甲二八三四号） 」 、 「小学校正教員免許状授与申請調査標準竝申請方 （ 〇七 明治四〇 年文部省普通 務局通牒未発普一四六号） 」 「小学校教員免許状授与調査標準及報告方（一九二一（大正一〇 年文部省普通学務局通牒発普三二〇号） 」をさす。
14　「国民学校裁縫科専科訓導無試験検定出願者ニ関スル身体検査施行ノ件」 （京都府立京都学・歴彩館所蔵 『検定及免許 請求番号昭二〇―〇〇七〇―〇〇五 。

